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第１章 換算シートの概要

１．目的と概要

■目 的

本換算シートは、エコアップ認証制度報告書類を作成するにあたり、事業所で使用している様々
なエネルギー量をＣＯ₂排出量に換算し、報告書でのＣＯ₂排出量数値を算出するためのものです。
また、エネルギー由来のＣＯ₂排出量を”建物系”、”工場・現場”、”自動車燃料系”に分けて
算出することにより、各系統にふさわしい原単位指標を選択し、これまでより細かいエネルギーの
管理ができるようにしています。

尚、埼玉県地球温暖化対策計画制度において、平成２７年度分のＣＯ₂排出量実績報告から、電気
等のＣＯ₂排出係数が以下のように変更されており、この係数値で通年換算しております。

◇ＣＯ₂排出係数の変更

～平成２６年度まで 平成２７年度～

電 気 ０．３８６ t-CO₂/千kWh ０．４９５ t-CO₂/千kWh

高炉ガス ０．０２６６ t-C/GJ ０．０２６３ t-C/GJ

【注意】本ＣＯ₂排出量換算シートで求められる平成２６年度までのＣＯ₂排出量は、ＣＯ₂排出係

数が異なるため、埼玉県地球温暖化対策計画制度で埼玉県へ報告していた実績値とは異な

ります。

■エネルギー発生源別系統の説明

・建物系 ・・・・・主に事務所やビル、施設全体の環境や活動を維持するために利用するエ

ネルギーが主である。（建物の熱源、動力、照明、発電設備など）

・工場・現場系・・・・工場や建築土木現場などの生産活動で利用するエネルギーが主である。

（生産機械設備、用役設備、建設土木現場機械など）

・自動車燃料系・・・・道路等を走行するために利用するエネルギーが主である。

（自動車、運搬車両など）

※事業所のエネルギーの上記区分け判断については、事業所ごとの実情に差異があるため、実情

に応じて、事業所の判断で区分けしてよい。

■本換算シートでできること

１．事業所の電気や油などエネルギー使用量を報告書で必要なＣＯ₂排出量数値に換算し、エコ

アップ認証報告書様式で必要な実績値表や目標値表を簡単に計算、作成できる。

２．ＣＯ₂排出量を”建物系”、”工場・現場系”、”自動車燃料系”に分けることで、別々の

ふさわしい原単位指標で管理できる。

３．これまでの各年度ごとのＣＯ₂排出量実績や原単位、さまざまなエネルギー量を一括して集計

するため、事業所独自の視点でのエネルギー管理に利用することができる。
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■作業の流れ

■換算に必要なデータ

これまでのエコアップ認証報告で使用してきた各年度での電力やガス、自動車燃料等の使用量

実績データを使用します。

記入の必要なデータは、少なくとも、提出年度が平成○○年度の場合、提出年度から４年遡った

年度以上の実績分からの入力が必要です。（ここでの年度とは４月～３月での期間を示します）

年度のデータが不足したり、省略すると、結果が正しく表記されませんのでご注意ください。

１．＃１～＃５までのシート
にエネルギー実績を

入力する

２．＃６シートにＣＯ₂排出
量の計算結果が表記

される

３．対象基準年度に”○”
を入力する

４．原単位指標を選択し、
数値を記入する

５．＃７シートに必要な数
値を記入する。

※

６．目標表が必要な場合
＃８シートも利用

左の１～４の方法、または別な
順番でCO₂排出量計算する

NO

YES

４’．他発生場所等のCO₂
排出量数値を入力する

事業所別にCO₂
排出量を算出しない

※建物系、工場・現場系、自動車燃料系（＃１～
５のシート）から、認証範囲に応じて、必要な

系を選択し、 事業所のエネルギー使用実績を
記入する。

4

YES
＃11低炭素電力算定シート
で該当ＣＯ₂量の算定をする。

低炭素電力を
契約していない。

ＮＯ

７．表数値のエコアップ
報告書への転記



１燃料単位換算
２算定報告様式

４燃料単位換算
５算定報告様式

３自動車燃料
チェックシート

11.低炭素
電力算定

６ＣＯ₂排出量
計算結果

その他温暖化
ガス

７ＣＯ２排出量
実績表《建物系》

《工場・現場》

《自動車燃料》

《該当する由来
エネルギーがあ
る場合》

事業所別に管理をする場合、
別ファイルにて、上の を
繰り返し、算出されたＣＯ₂量を
入力する。

１０他事業所等の
ＣＯ２排出量

Ａ

※ 該当エネルギーのないシートは不要

手入力作業

手入力作業

８ＣＯ２排出量
目標表

新規・更新

■使用するシート
ＣＯ₂排出量に換算するため、１～８のシートを用い、 の範囲の作業を行います。

■その他の事業所や別に計算したＣＯ₂排出量を合算する場合

２．換算シートの構成と機能

手入力作業

Ａ

上記、１～８のシートで集計した事業所とは別に、他の事業所のＣＯ₂排出量を加算したい場合や、ＣＯ₂排出
源を系統別に管理したい場合、以下の手順で他事業所のＣＯ₂排出量を別途算出し、一括して集計すること
ができます。（上図の 部分）

①別ファイル名（仮にファイル名を「Ｙ」とする）で、ＣＯ₂排出量換算シートを作成し、１～６の の作業を
行い、別事業所等のＣＯ₂排出量を算出します。

②ファイルＹの「６．ＣＯ₂排出量計算結果」の結果を、合算したいファイル（ファイル名「Ｘ」とする）の 「10.他事
業所等のＣＯ₂排出量」シートの表に転記します。

③合算したいファイルＸの「７．ＣＯ₂排出量実績」シートで、”10.他事業所等のＣＯ₂排出量ワークシートの数値
を加算する”の方にチェックを入れると、「10.他事業所等のＣＯ₂排出量」シートのＣＯ₂排出量が加算された
集計値として、ファイルＸの「７．ＣＯ₂排出量実績」シートに自動的に合算した結果が表記されます。

④その他の事業所等が複数ある場合は、それぞれ別のファイル名でＣＯ₂排出量の算出を行い、これらの合計
値を合算したいファイルＸの「10.他事業所等のＣＯ₂排出量」シートに記入すれば、多数の事業所等のＣＯ₂
排出量を一括して集計することができます。
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Ａ

コージェネ
熱・電気

合算不要

ラジオボタン
で自動入力

手入力作業



９ＣＯ２排出量
換算（単独）

《参考》

■その他利用できる参考用シート・・・・【提出は不要】

一度補正を済ませて、平成２９年度以降に報告する場合や、独自に実績値
や、目標値、原単位を検討する場合などに利用できる。
１～８の換算シートの計算結果とはリンクしていない。

１燃料等使用量単位換算
２算定報告様式

４燃料単位換算
５算定報告様式

３自動車燃料
チェック

１１低炭素
電力算定

６ＣＯ２排出量
計算結果

その他温暖化
ガス

７ＣＯ２排出量
実績表

《建物系》 《工場・現場系》《自動車燃料》

８ＣＯ２排出量
目標表

新規・更新

■報告時に提出必要なシート

エコアップ認証報告時に紙出力したものとして、提出必要なシートは以下のとおりです。
★紙提出必要シート・・・・ただし、該当するエネルギーがなく、記入していないものは提出不要

１０他事業所等の
ＣＯ２排出量

★該当があれば提出する
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第２章 記入方法

１．燃料等使用量の単位換算（建物系）シート

都市ガス、液化石油ガス（LPG）、都市ガス・LPG以外の気体燃料の単位を「千Nm３（千ノルマル
立方メートル）」、「t（トン）」に換算し、正しくＣＯ₂排出量を算出するためのシートです。
本記入要領のＰ５、６を参照して、換算に必要な年度分からの実績データを記入してください。

※ 換算後の使用量は単位を調整し計算された結果が、「２．算定報告様式（建築系）」に自動
転記されます。

また、事業所内で発電した電気又は発生させた熱を事業所外へ供給した場合の排出量の算定を行
うためのシートです。

（１）ア～ウの記入方法
① 単位
供給会社から購入した燃料の種類に応じて水色のセルから、購入量の単位（「kg」「t」
「m３」「千m３」「Nm３」「千Nm３」）を選択してください。
単位については、購買伝票等に書かれているものを選択します。（購買伝票等で確認できない
場合は、供給会社に直接確認してください）

② 使用量（換算前）
購買伝票等に記載された月別・事業所別の燃料等使用量（購入量）を合算し、その値をそのま
ま入力してください。記入年度はＰ５の”換算に必要なデータ”を参照して必要な年度から記
入してください。

③ 都市ガスの種類
都市ガス事業者ごとに、購入した都市ガスの区分（13A・12A・6Aなど）と熱量（MJ/Nm3）を確
認してください。
都市ガスの区分・熱量は、都市ガス事業者により異なります。複数の事業所がある場合は、異
なる区分・熱量の値を合算することの無いよう注意してください。

「低圧」･･･0.1MPa未満 家庭・小口商業施設向け
「中低圧以上」･･･0.1MPa～1.0MPa未満 大口需要施設向け

※ 都市ガス事業者ごとのガス区分及び単位発熱量については、Ｐ１０＜表１＞のとおりです。

④ 気体燃料圧力、気体燃料温度
ガス供給会社から購入した気体燃料の種類を確認し、該当する欄に気体燃料圧力[kPa]、気体燃
料温度［℃］を入力してください。
気体燃料圧力及び温度は、燃料供給会社に確認してください。

（２）エ 電気又は熱の事業所外への供給について
事業者が発電した電気、または発生させた熱を事業所外に供給をしている場合、単位供給量当た
りのＣＯ₂排出係数を作成し、事業所外供給した電気又は熱の量に乗じた量を、事業所内排出量か
ら除外します。入力した数値は「２．算定報告様式(建物系）」シートに自動的に転記されます。
（詳しい排出量の計算方法は「埼玉県温暖化対策制度エネルギー起源ＣＯ₂排出量算定ガイドライ
ン」を参照してください）

⑤ 電気供給量・熱供給量（太陽光発電について、自社消費の場合、ここでの記入は不要）
購買伝票等（相対取引における領収書等）に記載された供給量を入力してください。

⑥ 排出係数
年度ごとに単位供給量当たりのＣＯ₂排出係数を作成し、その値を入力してください。
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１．燃料等使用量の単位換算(建物系）

ア　都市ガスの圧力及び標準状態換算 エコアップ認証換算用

単位
20年度

(2008)

21年度

(2009)

22年度

(2010)

23年度

(2011)

24年度

(2012)

25年度

(2013)

26年度

(2014)

27年度

(2015)

28年度

(2016)

29年度

(2017)

30年度

(2018)

31年度

(2019)

低 圧 用 Nm3

中 間 圧 以 上 用 Nm3

低 圧 用 Nm3

中 間 圧 以 上 用 Nm3

低 圧 用 Nm3

中 間 圧 以 上 用 Nm3

低 圧 用 Nm3

中 間 圧 以 上 用 Nm3

低 圧 用 Nm3

中 間 圧 以 上 用 Nm3

イ　液化石油ガス（ＬＰＧ）

気化率

m3/kg
単位

20年度

(2008)

21年度

(2009)

22年度

(2010)

23年度

(2011)

24年度

(2012)

25年度

(2013)

26年度

(2014)

27年度

(2015)

28年度

(2016)

29年度

(2017)

30年度

(2018)

31年度

(2019)

0.458 ｔ

0.502 ｔ

0.355 ｔ

0.482 ｔ

ウ　都市ガス・LPG以外の気体燃料

単位
20年度

(2008)

21年度

(2009)

22年度

(2010)

23年度

(2011)

24年度

(2012)

25年度

(2013)

26年度

(2014)

27年度

(2015)

28年度

(2016)

29年度

(2017)

30年度

(2018)

31年度

(2019)

気 体 燃 料

圧 力
kPa

気 体 燃 料

温 度
℃

使 用 量 m3

気 体 燃 料

圧 力
kPa

気 体 燃 料

温 度
℃

使 用 量 m3

気 体 燃 料

圧 力
kPa

気 体 燃 料

温 度
℃

使 用 量 m3

気 体 燃 料

圧 力
kPa

気 体 燃 料

温 度
℃

使 用 量 m3

エ　電気または熱の事業所外への供給

単位
20年度

(2008)

21年度

(2009)

22年度

(2010)

23年度

(2011)

24年度

(2012)

25年度

(2013)

26年度

(2014)

27年度

(2015)

28年度

(2016)

29年度

(2017)

30年度

(2018)

31年度

(2019)

電 気 供 給 量 kWh

排 出 係 数
t-CO2/

千kWh

熱 供 給 量 MJ

排 出 係 数
t-ＣＯ₂

/GJ

事業所外供給

電気

熱

使用量（換算前）

転炉ガス

種別

その他

ブタン

13A:45MJ/m3

その他可燃性

天然ガス

コークス炉ガス

高炉ガス

プロパン

13A:43.12MJ/m3

12A:41.86MJ/m3

13A:46.04MJ/m3

プロパン・ブタン混合ガス

（LPガス）

使用量（換算前）

都市ガス

6A:29.30MJ/m3

使用量（換算前）

使用量（換算前）①

②

②

④

⑤ ⑥
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＜表１＞ 都市ガス事業者（区分）ごとの単位発熱量と使用期間
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２．算定報告様式（建物系）シート

事業所の範囲における排出活動に伴う燃料等の使用量を入力し、原油換算エネルギー使用量やエネル
ギー起源CO2排出量を自動計算するためのシートです。
燃料等使用量の把握方法については、「埼玉県温暖化対策制度エネルギー起源ＣＯ₂排出量算定ガイドライ
ン」Ｐ３３～６０を参照して、漏れのないよう注意してください。

① 事業所内使用量
事業所内における燃料等使用量（購入量など）を入力してください。
※ 都市ガス、LPG、その他の可燃性ガス等については、「１．「燃料等使用量の単位換算」シートから自

動転記されますので、このシートには入力不要です。

② 算定対象外使用量
事業所内に受け入れた燃料等使用量のうち、算定対象外用途に使用される量を入力します。
算定対象外となるのは、駅、住宅用途、事業所外で利用される移動体（自動車等）による使用です。
また、工事のための燃料等の使用量についても、算定対象から除くことができます。

③ 都市ガス、LPG、その他の可燃性ガス等
都市ガス、LPG、その他の可燃性ガス等の事業所内使用量については、「１．燃料等使用量の単位換
算」シートから自動転記されます。
※ 算定対象外使用量については自動転記されませんので、このシートに入力してください。

④ その他燃料
バイオ由来燃料を混合している場合や、このシートに記載している種類以外の化石燃料を使用している
場合は、この欄に使用した燃料等の名称、単位、使用量、列末に単位当たり発熱量（GJ/単位）及び排出
係数（t-C/GJ）を入力してください。

⑤ 単位
燃料等使用量の単位は、購買伝票等に記載されている単位を選択してください。

⑥ 使用量
燃料等使用量は購買伝票等に記載された燃料等使用量（又は購入量）を合算し、その値をそのまま入力
してください。

⑦ 外部供給
自ら生成した熱及び電力の外部供給量については、「１．燃料等使用量の単位換算」シートから自動転記
されます。

⑧電気
電力の契約の種類応じて、下記枠内の説明を参照して、電力使用量を記入します。
電力使用量は、昼夜の別が不明な場合（PPSからの購入なども）には、「その他の買電」欄に入力します。
低炭素電力を契約している場合は通常電力との合算値を記入する。
再生可能エネルギーなどでの電力使用量の記入方法は次ページを参照ください。

⑨コジェネ、低炭素電力
コジェネや低炭素電力を使用している場合は、予め、「コジェネ算定」シート（別ファイル）や「１１．低炭素
電力算定」シートにて、CO₂量を算定し、そのCO₂削減量（t-CO₂）を52行目の欄に記入してください。

＜注：一般電気事業者（東京電力）からの買電の昼間と夜間の電気使用量の確認方法＞

一般電気事業者（東京電力）からの買電の場合の昼間（8時～22時）と夜間（22時～翌日8時）との使用量の
別は、高圧電力、季節別時間帯別などの契約の場合は、請求書等から、「力率測定用有効電力量」を昼間
の使用量とし、「全使用電力量－力率測定用有効電力量」を夜間の電力量として求めることができます。
「力率測定用有効電力量」が不明な場合には、昼夜不明（その他の買電欄）としてください。
※ 料金の契約上の昼間時間と夜間時間の使用量とは異なりますのでご注意ください。

10



11

⑩その他 入力に当たって注意する燃料等
（詳しくは「埼玉県温暖化対策制度エネルギー起源ＣＯ₂排出量算定ガイドライン」を参照してください）

○ 揮発油（ガソリン）、軽油等
ナンバープレートのある自動車使用燃料は、「自動車燃料シート」に記入してください。建物内で作業する
ナンバープレートのない車両（フォークリフト等があれば）はこちらで記入してください。
（場内・場外で使用する事業者の燃料が分けられない場合のみ、場外利用分を含めることも可）

○ その他燃料
このシートに記載している種類以外の燃料が、本欄記載のその他燃料に該当するか否かについては、エ
ネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）に関する記入要領等を参考に判断を行います。

○ 産業用蒸気・産業用以外の蒸気
産業用蒸気とは工場等に設置された蒸気ボイラー等により生産された蒸気をいい、産業用以外の蒸気と
は工場以外（熱供給事業者など）で生産された蒸気をいいます。

○ 再生可能エネルギーの環境価値を移転（売電）した熱・電気
再生可能エネルギー（太陽光、風力、水力等）により自ら発電し、使用している電気であっても、その環境
価値を他人に移転した場合には、再生可能エネルギーとして価値のない電気を使用していることとなるた
め、エネルギー起源CO2排出量は他人からの買電と同様に評価します。
また、太陽熱利用施設等で自ら発生させ、使用している熱の環境価値を他人へ移転した場合も同様となり
ます。 該当する場合は、再生可能エネルギーにより発電した電気又は熱の自家消費分のうち、環境価値
を移転した電力量（kWh）又は熱（MJ）を入力します。（詳細は 「埼玉県温暖化対策制度エネルギー起源
ＣＯ₂排出量算定ガイドライン」Ｐ７１を参照）

○ 再生可能エネルギーを自家消費した電気
再生可能エネルギーにより発電した電気の自家消費分を削減量として算定する場合は、再生可能エネル
ギーにより発電した電気を自家消費した電力量（kWh）を入力します。
※太陽光発電で自社消費した場合は、 ここに入力してください。

○ 自ら生成した熱又は電気の供給
事業所内にある蒸気ボイラーや発電機を用いて生成した熱又は電気を外部へ供給した場合は、外部供給
した分の燃料等使用量が算定対象外使用量として計算します。
※ 削減量については、「１．燃料等使用量の単位換算」シートから自動転記されますので、このシートで

は入力不要です。

熱供給事業者及び電気供給事業者など、本来業務として供給している場合の外部供給は、この項目に
該当しません。算定対象活動として排出量を算定してください。

〇 低炭素電力
要件に一定の基準があります。詳しくは２７ページ以降を参照ください。

■ その他CO₂排出量

（１）、（２）のその他CO₂排出量については、この算定シートとは別の算定シートで算出します。詳しくは別
ファイルの「エコアップ認証用その他CO₂排出量算定記入要領」を参照ください。

（１） コージェネレーションシステムの利用
高い省エネ効果を実現しているコージェネレーションシステムについて、省エネルギー量に応じてエネル
ギー起源CO2の削減量を算定します。別ファイルの「コージェネ削減量算定」シートを利用して計算します。

（２） 非エネルギー起源その他温暖化ガス
事業所内で焼却したプラスチック等の量やセメント製造量、メタン、一酸化二窒素等の排出量などによる、
その他ガス（非エネルギー起源CO2及びその他温室効果ガス）排出量は、別ファイルの「その他温暖化ガ
ス算定」シートを利用して計算します。
ここでの排出量はエネルギー起源CO₂排出量には加算せず、単独で実績のみ報告してください。
※ その他ガスの種類ごとの排出量が事業者合算で3,000ｔ/年未満の場合、記入の義務はありません。



２．算定報告様式（建物系）

23年度
(2011)

24年度
(2012)

25年度
(2013)

26年度
(2014)

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31/1年度
(2019)

2年度
(2020)

3年度
(2021)

4年度
(2022)

5年度
(2023)

6年度
(2024)

23年度
(2011)

24年度
(2012)

25年度
(2013)

26年度
(2014)

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31/1年度
(2019)

2年度
(2020)

3年度
(2021)

4年度
(2022)

5年度
(2023)

6年度
(2024)

L

L

kL

L

L

L

L

L

kg

kg

t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Nm3

kg

t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

kg

kg

kg

kg

kg

千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13A:45MJ/m3 千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13A:43.12MJ/m3 千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13A:46.04MJ/m3 千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

12A:41.86MJ/m3 千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6A:29.30MJ/m3 千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

MJ

MJ

MJ

MJ

MJ

kWh

kWh

kWh

kWh

kWh

GJ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千kWh 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

t-CO2

t-CO2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

液 化 石 油 ガ ス （ Ｌ Ｐ Ｇ ）

軽 油

Ａ 重 油

コ ー ク ス 炉 ガ ス

石 油 コ ー ク ス

石 炭

原 料 炭

昼 間 （ 8 時 ～ 22 時 ）

再生可能エネ ルギ ーの環境 価値 を移 転した熱

夜 間 （ 22 時 ～ 翌 8 時 ）

一 般 電 気

事 業 者

合 計

低 炭 素 電 力 Ｃ Ｏ ₂ 削 減 量

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー を 自 家 消 費 し た

電 気

そ の 他 の 買 電

再 生 可 能 エネ ル ギ ー の環 境 価 値 を 移 転 した 電 気

コ ー ジ ェ ネ レ ー シ ョ ン Ｃ Ｏ ₂ 削 減 量

小　　計

小　　計

小　　計

単位

灯 油

使　　　　　　　　　　用　　　　　　　　　　量

揮 発 油 （ ガ ソ リ ン ）

ナ フ サ

事業所内使用量 算定対象外使用量

外

部
供

給

自 ら 生 成 し た 熱 の 供 給

自 ら 生 成 し た 電 力 の 供 給

可 燃 性
天 然 ガ ス

液 化 天 然 ガ ス （ LNG)

そ の 他 可 燃 性 天 然 ガ ス

産 業 用 以 外 の 蒸 気

一 般 炭

電
気

高 炉 ガ ス

転 炉 ガ ス

石 炭 コ ー ク ス

冷 水

小　　計

排出活動 区分

温 水

都市ガス（※）

無 煙 炭

コ ー ル タ ー ル

産 業 用 蒸 気

Ｂ ・ Ｃ 重 油

原 油 （ コ ン デ ン セ ー ト を 除 く ）

原 油 の う ち コ ン デ ン セ ー ト （ Ｎ Ｇ Ｌ ）

そ の 他 燃 料

石 油 系 炭 化 水 素 ガ ス

燃
料

熱

石 油 ア ス フ ァ ル ト

石 油 ガ ス

①

③

⑤

④

⑥

⑦

⑧
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⑩

⑨

②



単位 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31/R1 R2 R3 R4 R5 R6

kL

kL

kL

千ｍ3

t

千ｍ3

kWh

燃料使用量

ガソリン

軽油

天然ガス

液化石油ガス
（ＬＰＧ）

電気

軽油(建機等）*

合計

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31/R1 R2 R3 R4 R5 R6
換算
係数

単位

t-CO2/千kWh

引用する排出係数等
二酸化炭素排出量

(t-CO2)

３．自動車燃料に関するＣＯ₂排出量シート

①各年度の燃料使用量
入力する単位に合わせ、小数点２桁まで記入します。 ＣＯ₂排出量は右側の表に自動計算されて表記されます。
このＣＯ₂排出量の集計結果は「６．新しいＣＯ₂排出量補正計算結果」シートにリンクされており、自動転記されます。

②軽油
軽油については、運搬車両とその他の車両等に分けて、事業所の都合に合わせ使用量を入力します。

③電気
電気自動車を使用している場合、その使用電力量実績が把握できる場合や、外部充電での実績が把握できる
場合は、こちらに記入します。
列末に電気のＣＯ₂排出係数を記入します。東京電力の場合、CO₂排出係数は０．４９５ t-CO₂/千kWh

※ 電力使用実績が建物系電力量などと一括の場合は記入する必要はありません。

④その他燃料
バイオ由来燃料の混合燃料の場合や、その他表に記載のない燃料の場合は、ここに燃料名称、単位、数量、CO₂
排出係数を記入します。

※ 数量の記入単位に留意してください。（t-CO₂／〇〇・・・〇〇と同じ単位で数値を記入する。）

■記入例 ①

②
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③

④



４．燃料等使用量の単位換算（工場・現場）シート

「１．燃料等使用量の単位換算（建物系）」シートと同じ要領で、都市ガス、液化石油ガス（LPG）、
都市ガス・LPG以外の気体燃料の単位を「千Nm３（千ノルマル立方メートル）」、「t（トン）」に
換算し、正しくＣＯ₂排出量を算出するためのシートです。
本記入要領のＰ５、６を参照して、換算に必要な年度分からの実績データを記入してください。

※ 換算後の使用量は単位を調整し計算された結果が、「５．算定報告様式（工場・現場）」に自
動転記されます。

また、事業所内で発電した電気又は発生させた熱を事業所外へ供給した場合の排出量の算定を行う
ためのシートです。

（１）ア～ウの記入方法
① 単位
供給会社から購入した燃料の種類に応じて水色のセルから、購入量の単位（「kg」「t」
「m３」「千m３」「Nm３」「千Nm３」）を選択してください。
単位については、購買伝票等に書かれているものを選択します。（購買伝票等で確認できない
場合は、供給会社に直接確認してください）

② 使用量（換算前）
購買伝票等に記載された月別・事業所別の燃料等使用量（購入量）を合算し、その値をその
まま入力してください。記入年度はＰ５の”換算に必要なデータ”を参照して必要な年度から
記入してください。

③ 都市ガスの種類
都市ガス事業者ごとに、購入した都市ガスの区分（13A・12A・6Aなど）と熱量（MJ/Nm3）を確
認してください。
都市ガスの区分・熱量は、都市ガス事業者により異なります。複数の事業所がある場合は、異
なる区分・熱量の値を合算することの無いよう注意してください。

「低圧」･･･0.1MPa未満 家庭・小口商業施設向け
「中低圧以上」･･･0.1MPa～1.0MPa未満 大口需要施設向け

※ 都市ガス事業者ごとのガス区分及び単位発熱量については、Ｐ１０＜表１＞のとおりです。

④ 気体燃料圧力、気体燃料温度
ガス供給会社から購入した気体燃料の種類を確認し、該当する欄に気体燃料圧力[kPa]、気体燃
料温度［℃］を入力してください。
気体燃料圧力及び温度は、燃料供給会社に確認してください。

（２）エ 電気又は熱の事業所外への供給について
事業者が発電した電気又は発生させた熱を事業所外に供給をしている場合、単位供給量当たりのＣ
Ｏ₂排出係数を作成し、事業所外供給した電気又は熱の量に乗じた量を、事業所内排出量から除外し
ます。入力した数値は「２．算定報告様式(工場・現場）」シートに自動的に転記されます。
（詳しい排出量の計算方法は「埼玉県温暖化対策制度エネルギー起源ＣＯ₂排出量算定ガイドライ
ン」を参照してください）

⑤ 電気供給量・熱供給量（太陽光発電については、自社消費の場合、ここでの記入は不要です）
購買伝票等（相対取引における領収書等）に記載された供給量を入力してください。

⑥ 排出係数
年度ごとに単位供給量当たりのＣＯ₂排出係数を作成しその値を入力してください。（詳しくは
「埼玉県温暖化対策制度エネルギー起源ＣＯ₂排出量算定ガイドライン」を参照してください）
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４．燃料等使用量の単位換算（工場・現場）

ア　都市ガスの圧力及び標準状態換算

単位
20年度
(2008)

21年度
(2009)

22年度
(2010)

23年度
(2011)

24年度
(2012)

25年度
(2013)

26年度
(2014)

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

低 圧 用 m3

中 間 圧 以 上 用 m3

低 圧 用 m3

中 間 圧 以 上 用 m3

低 圧 用 m3

中 間 圧 以 上 用 m3

低 圧 用 m3

中 間 圧 以 上 用 m3

低 圧 用 m3

中 間 圧 以 上 用 m3

イ　液化石油ガス（ＬＰＧ）

気化率

m3/kg
単位

20年度

(2008)

21年度

(2009)

22年度

(2010)

23年度

(2011)

24年度

(2012)

25年度

(2013)

26年度

(2014)

27年度

(2015)

28年度

(2016)

29年度

(2017)

30年度

(2018)

31年度

(2019)

0.458 kg

0.502 kg

0.355 kg

0.482 kg

ウ　都市ガス・LPG以外の気体燃料

単位
20年度

(2008)

21年度

(2009)

22年度

(2010)

23年度

(2011)

24年度

(2012)

25年度

(2013)

26年度

(2014)

27年度

(2015)

28年度

(2016)

29年度

(2017)

30年度

(2018)

31年度

(2019)

気 体 燃 料

圧 力
kPa

気 体 燃 料

温 度
℃

使 用 量 m3

気 体 燃 料

圧 力
kPa

気 体 燃 料
温 度

℃

使 用 量 m3

気 体 燃 料
圧 力

kPa

気 体 燃 料

温 度
℃

使 用 量 m3

気 体 燃 料

圧 力
kPa

気 体 燃 料

温 度
℃

使 用 量 m3

エ　電気または熱の事業所外への供給

単位
20年度

(2008)

21年度

(2009)

22年度

(2010)

23年度

(2011)

24年度

(2012)

25年度

(2013)

26年度

(2014)

27年度

(2015)

28年度

(2016)

29年度

(2017)

30年度

(2018)

31年度

(2019)

電 気 供 給 量 kWh

排 出 係 数
t-CO2/

千kWh

熱 供 給 量 MJ

排 出 係 数
t-ＣＯ₂

/GJ

事業所外供給

電気

熱

使用量（換算前）

コークス炉ガス

高炉ガス

転炉ガス

その他可燃性

天然ガス

使用量（換算前）

種別

使用量（換算前）

プロパン・ブタン混合ガス

（LPガス）

プロパン

ブタン

その他

都市ガス

13A:45MJ/m3

13A:43.12MJ/m3

12A:41.86MJ/m3

6A:29.30MJ/m3

13A:46.04MJ/m3

使用量（換算前）

①

②

②

④

⑤ ⑥
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５．算定報告様式（工場・現場）シート

事業所の範囲における工場や現場作業での活動に伴う燃料等の使用量を入力し、エネルギー起源CO2排
出量を自動計算するためのシートです。
燃料等使用量の把握方法については、「１．燃料使用量等の単位換算（建物系）」、及び「２．算定報告様式
（建物系）」シートと同様です。

① 事業所内使用量
事業所内における燃料等使用量（購入量など）を入力してください。
※ 都市ガス、LPG、その他の可燃性ガス等については、「４．燃料等使用量の単位換算」シートから自

動転記されますので、このシートには入力不要です。

② 算定対象外使用量
事業所内に受け入れた燃料等使用量のうち、算定対象外用途に使用される量を入力します。
算定対象外となるのは、駅、住宅用途、事業所外で利用される移動体（自動車等）による使用です。
また、工事のための燃料等の使用量についても、算定対象から除くことができます。

③ 都市ガス、LPG、その他の可燃性ガス等
都市ガス、LPG、その他の可燃性ガス等の事業所内使用量については、「４．燃料等使用量の単位換算」
シートから自動転記されます。
※ 算定対象外使用量については自動転記されませんので、このシートに入力してください。

④ その他燃料
このシートに記載している種類以外の化石燃料を使用している場合は、この欄に使用した燃料等の名称、
単位、使用量、単位当たり発熱量（GJ/単位）及び排出係数（t-C/GJ）を入力してください。
※ 排出係数の単位が（t-CO2/GJ）の場合は、炭素の分子量／二酸化炭素の分子量＝12/44を乗じ、

（t-C/GJ）に変換して入力してください。

⑤ 単位
燃料等使用量の単位は、購買伝票等に記載されている単位を選択してください。

⑥ 使用量
燃料等使用量は購買伝票等に記載された燃料等使用量（又は購入量）を合算し、その値をそのまま入力
してください。

⑦ 外部供給
自ら生成した熱及び電力の外部供給量については、「４．燃料等使用量の単位換算」シートから自動転記
されます。

⑧電気
電力の契約の種類応じて、下記枠内の説明を参照して、電力使用量を記入します。
電力使用量は、昼夜の別が不明な場合（PPSからの購入なども）には、「その他の買電」欄に入力します。
低炭素電力を契約している場合は通常電力との合算値を記入する。
再生可能エネルギーなどでの電力使用量の記入方法は次ページを参照ください。

⑨コジェネ、低炭素電力
コジェネや低炭素電力を使用している場合は、予め、「コジェネ算定」シート（別ファイル）や「１１．低炭素
電力算定」シートにて、CO₂量を算定し、そのCO₂削減量（t-CO₂）を52行目の欄に記入してください。

＜注：一般電気事業者（東京電力）からの買電の昼間と夜間の電気使用量の確認方法＞

一般電気事業者（東京電力）からの買電の場合の昼間（8時～22時）と夜間（22時～翌日8時）との使用量の
別は、高圧電力、季節別時間帯別などの契約の場合は、請求書等から、「力率測定用有効電力量」を昼間の
使用量とし、「全使用電力量－力率測定用有効電力量」を夜間の電力量として求めることができます。
「力率測定用有効電力量」が不明な場合には、昼夜不明（その他の買電欄）としてください。
※ 料金の契約上の昼間時間と夜間時間の使用量とは異なりますのでご注意ください。
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⑨その他 入力に当たって注意する燃料等
（詳しくは「埼玉県温暖化対策制度エネルギー起源ＣＯ₂排出量算定ガイドライン」を参照してください）

○ 揮発油（ガソリン）、軽油等
ナンバープレートのある自動車使用燃料は、「自動車燃料シート」に記入してください。工場内で作業する
ナンバープレートのない車両（フォークリフト等）はこちらで記入してください。
（場内・場外で使用する事業者の燃料が分けられない場合のみ、場外利用分を含めることも可）

○ その他燃料
このシートに記載している種類以外の燃料が、本欄記載のその他燃料に該当するか否かについては、エ
ネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）に関する記入要領等を参考に判断を行います。

○ 産業用蒸気・産業用以外の蒸気
産業用蒸気とは工場等に設置された蒸気ボイラー等により生産された蒸気をいい、産業用以外の蒸気と
は工場以外（熱供給事業者など）で生産された蒸気をいいます。

○ 再生可能エネルギーの環境価値を移転（売電）した熱・電気
再生可能エネルギー（太陽光、風力、水力等）により自ら発電し、使用している電気であっても、その環境
価値を他人に移転した場合には、再生可能エネルギーとして価値のない電気を使用していることとなるた
め、エネルギー起源CO2排出量は他人からの買電と同様に評価します。
また、太陽熱利用施設等で自ら発生させ、使用している熱の環境価値を他人へ移転した場合も同様となり
ます。該当する場合は、再生可能エネルギーにより発電した電気又は熱の自家消費分のうち、環境価値を
移転した電力量（kWh）又は熱（MJ）を入力します。（詳細は 「埼玉県温暖化対策制度エネルギー起源
ＣＯ₂排出量算定ガイドライン」Ｐ７１を参照）

○ 再生可能エネルギーを自家消費した電気
再生可能エネルギーにより発電した電気の自家消費分を削減量として算定する場合は、再生可能エネル
ギーにより発電した電気を自家消費した電力量（kWh）を入力します。
※太陽光発電で自社消費した場合は、ここに入力してください。

○ 自ら生成した熱又は電気の供給
事業所内にある蒸気ボイラーや発電機を用いて生成した熱又は電気を外部へ供給した場合は、外部供
給した分の燃料等使用量が算定対象外使用量として計算します。
※ 削減量については、「４．燃料等使用量の単位換算」シートから自動転記されますので、このシートで

は入力不要です。

熱供給事業者及び電気供給事業者など、本来業務として供給している場合の外部供給は、この項目に
該当しません。算定対象活動として排出量を算定してください。

〇 低炭素電力
要件に一定の基準があります。詳しくは２７ページ以降を参照ください。

■ その他CO₂排出量

（１）、（２）のその他CO₂排出量については、この算定シートとは別の算定シートで算出します。詳しくは別
ファイルの「エコアップ認証用その他CO₂排出量算定記入要領」を参照ください。

（１） コージェネレーションシステムの利用
高い省エネ効果を実現しているコージェネレーションシステムについて、省エネルギー量に応じてエネル
ギー起源CO2の削減量を算定します。別ファイルの「コージェネ削減量算定」シートを利用して計算します。

（２） 非エネルギー起源・その他温暖化ガス
事業所内で焼却したプラスチック等の量やセメント製造量、メタン、一酸化二窒素等の排出量などによる、
その他ガス（非エネルギー起源CO2及びその他温室効果ガス）排出量は、別ファイルの「その他温暖化ガ
ス算定」シートを利用して計算します。
ここでの排出量はエネルギー起源CO₂排出量には加算せず、単独で実績のみ報告してください。
※ その他ガスの種類ごとの排出量が事業者合算で3,000ｔ/年未満の場合、記入の義務はありません。
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５．算定報告様式（工場・現場）

23年度
(2011)

24年度
(2012)

25年度
(2013)

26年度
(2014)

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31/1年度
(2019)

2年度
(2020)

3年度
(2021)

4年度
(2022)

5年度
(2023)

6年度
(2024)

23年度
(2011)

24年度
(2012)

25年度
(2013)

26年度
(2014)

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31/1年度
(2019)

2年度
(2020)

3年度
(2021)

4年度
(2022)

5年度
(2023)

6年度
(2024)

L

L

kL

L

L

L

L

L

kg

kg

t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Nm3

kg

t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

kg

kg

kg

kg

kg

千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13A:45MJ/m3 千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13A:43.12MJ/m3 千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13A:46.04MJ/m3 千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

12A:41.86MJ/m3 千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6A:29.30MJ/m3 千Nｍ3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

MJ

MJ

MJ

MJ

MJ

kWh

kWh

kWh

kWh

kWh

GJ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千kWh 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

t-CO2

t-CO2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計

低 炭 素 電 力 Ｃ Ｏ ₂ 削 減 量

合 計

コ ー ジ ェ ネ レ ー シ ョ ン Ｃ Ｏ ₂ 削 減 量

小　　計

外

部
供

給

自 ら 生 成 し た 熱 の 供 給

自 ら 生 成 し た 電 力 の 供 給

小　　計

電
気

一 般 電 気

事 業 者

昼 間 （ 8 時 ～ 22 時 ）

夜 間 （ 22 時 ～ 翌 8 時 ）

そ の 他 の 買 電

再 生 可 能 エネ ル ギ ー の環 境 価 値 を 移 転 した 電 気

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー を 自 家 消 費 し た

電 気

小　　計

熱

産 業 用 蒸 気

産 業 用 以 外 の 蒸 気

温 水

冷 水

再生可能エネ ルギ ーの環境 価値 を移 転した熱

燃
料

原 油 （ コ ン デ ン セ ー ト を 除 く ）

原 油 の う ち コ ン デ ン セ ー ト （ Ｎ Ｇ Ｌ ）

揮 発 油 （ ガ ソ リ ン ）

ナ フ サ

石 油 コ ー ク ス

灯 油

軽 油

Ａ 重 油

コ ー ク ス 炉 ガ ス

高 炉 ガ ス

転 炉 ガ ス

そ の 他 燃 料

都市ガス（※）

Ｂ ・ Ｃ 重 油

石 油 ア ス フ ァ ル ト

コ ー ル タ ー ル

石 油 ガ ス

液 化 石 油 ガ ス （ Ｌ Ｐ Ｇ ）

石 油 系 炭 化 水 素 ガ ス

可 燃 性
天 然 ガ ス

液 化 天 然 ガ ス （ LNG)

そ の 他 可 燃 性 天 然 ガ ス

石 炭

原 料 炭

一 般 炭

無 煙 炭

石 炭 コ ー ク ス

排出活動 区分 単位

使　　　　　　　　　　用　　　　　　　　　　量

事業所内使用量 算定対象外使用量

①

③

⑤

④

⑥

⑦

⑧

⑨
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６．ＣＯ₂排出量計算結果シート

「燃料等使用量の単位換算」、「算定報告様式」、「自動車燃料チェックシート」にそれぞれデータを入力完了すると、
ＣＯ₂排出係数で換算されたＣＯ₂排出量がこの「６．ＣＯ₂排出量計算結果」シートに転記されます。
そこに基準値を算出する対象年度を選択すると、”ＣＯ₂排出量基準値”が計算され、表記されます。

①ＣＯ₂排出量
１～５の各換算シートに入力した結果から、換算された各年度のＣＯ₂排出量が自動転記されます。
必要な年度分のＣＯ₂排出量が表記されているか確認します。

②基準年度の選択
基準値を算出する元となる対象年度の水色のセルに”○”を選択します。対象年度は原則連続３か年です。
正しく”○”を付けてください。”（２）ＣＯ₂排出量原単位表”の対象年度は、”（１）ＣＯ₂排出量表”のセルを選択すると、
自動的に同じ年度のセルに”○”が表記されます。
※ 入力に問題がなければ、灰色のセルに”OK”が表記されます。

③基準値の算出
基準年度のセルで○を選択すると、”a.エコアップ認証ＣＯ₂基準排出量”の赤色セルにＣＯ₂排出量基準値”が、
表記されます。

④原単位指標の記入
原単位に使用する活動規模の指標を選択し、必要な年度の指標数値を入力します。

⑤原単位の換算
④で必要な数値を記入すると、”ｃ．ＣＯ₂基準原単位”の赤色セルに基準原単位が表記されます。

このシートのＣＯ₂排出量実績値は「７．CO₂排出量実績」シートに必要な数値が自動的に転記されます。
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６．エコアップ認証CO₂排出量計算結果

（１）ＣＯ₂排出量
CO2換算（ｔ-CO2）

23年度
(2011)

24年度
(2012)

25年度
(2013)

26年度
(2014)

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31/1年度
(2019)

2年度
(2020)

3年度
(2021)

4年度
(2022)

5年度
(2023)

6年度
(2024)

t-CO₂

（２）ＣＯ₂排出量原単位

CO2換算（ｔ-CO2／指標）

23年度
(2011)

24年度
(2012)

25年度
(2013)

26年度
(2014)

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31/1年度
(2019)

2年度
(2020)

3年度
(2021)

4年度
(2022)

5年度
(2023)

6年度
(2024)

t-CO₂/台

1 t

2 億円

3 人

4 ㎡

5 台

6 Ｈ

7

t-CO₂/台

エ コ ア ッ プ 基 準 年 度

ｲ ) 工 場 ・ 現 場 系 エ ネ ル ギ ー CO2

（ 選 択 し た ） CO2 排 出 量 原 単 位

エ コ ア ッ プ 基 準 年 度

ｳ ) 自動車燃料系ＣＯ₂　　　　　　　

ＣＯ₂排出量合計(ｱ+ｲ+ｳ)

ｱ ) 建 物 系 エ ネ ル ギ ー CO2

a.エコアップ認証ＣＯ₂基準排出量

ｃ．ＣＯ₂基準原単位

活

動

規

模

の

指

標

生産量

（単位）

従業員数

（単位）

床面積

（単位）

売上額

（単位）

台数

（単位）

時間

（単位）

該当年度3ヵ

年の水色の
セルに”○”
を選択する。

薄黄色の該当部セルに数値を記入する。

記入する単位に注意

・基準年度の選択に不備がなければ、”ＯＫ”と表示さ

れる。

・基準年度の選択に不備がなければ、”ＯＫ”と表示さ

れる。

本シートは報告・申請書に必ず添付してください。

①

②

③

④

⑤

④
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７．ＣＯ₂排出量実績表シート

エコアップ認証関係書類において、CO₂排出量の実績値や削減量、削減率を算出するための、元となる表を作成で
きます。
記入が必要なセルは薄茶色をしています。
必要な年度を選択、記入することにより、１～６までのシートに入力した結果が自動的に表記されます。得られた表の
数値を、エコアップ認証関係書類に転記します。

①他事業所データの有無の確認
１～６まで算出したCO₂排出量以外で、他事業所のデータがあり、それを加算する必要があるか否か、どちらかに必
ず選択チェックを入れます。
他事業所のデータがあり、それを加算する場合、「１０．他事業所等のCO₂排出量」シートに、必要なデータを入力し
ます。シート上の”○”を選択した場合、その結果は自動的に本シートの表の数値に加算されます。

②作成年度の設定
作成したい表の最初の年度を ア）の表に”数値”で記入します。それ以降の年度は自動的に表記されます。
直近４カ年の実績を記載します。最後の年度は直近年度となるよう ②の年度数値を記入する。

③原単位の指標記入
原単位の活動指標を選択し、各年度の数値を記入します。
原単位の活動指標はア）～エ）の各排出量実績に、それぞれふさわしい指標を選択します。

④原単位活動指標の追加
選択リスト欄から、原単位活動指標にふさわしい指標が見つからない場合、”原単位指標表”に新たに指標を設定
することができます。薄茶色のセルに新たな指標名とその単位を記入します。 ２つまでリストに追加設定できます。
尚、この”原単位指標表”については印刷はできません。

⑤Ａ．ＣＯ₂削減実績表・・・・既認証事業者用
”A.ＣＯ₂削減実績表”に、 “基準排出量”、”基準原単位”については認証申請時の数値を記入します。
この表は認証申請書の削減計画表に対する実績報告です。表の最初の年度は、認証申請書３カ年目標表の
最初の年度（認証年度によって異なります）を記入します。
ＣＯ₂排出量実績値は上のエ）の表から、値が自動的に転記され、削減量、削減率が自動計算された結果が表記
されます

※ 小数点以下桁数表記について、排出量は小数点以下１桁、原単位は小数点以下４桁と規定されています。

⑥Ｂ．ＣＯ₂削減実績表・・・・新規希望申出、及び新規認証申請用
新規希望申出及び新規認証申請の際、過去４年間の実績表は”B.ＣＯ₂削減実績表”を利用します。
数値は上のエ）の表の結果がすべて自動的に転記されます。

この表を利用するには、１～６までのシートへの入力作業が完了していることが前提となります。
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７．ＣＯ₂排出量実績表
★報告値、或いは申請書等作成の際、排出量実績表作成に利用する

ア）建物系ＣＯ₂排出量実績

年度 年度 年度 年度

ＣＯ₂排出量

原単位当たり ｔ-ＣＯ₂／

原単位の指標 ●原単位指標表

当たり

イ）工場・現場系ＣＯ₂排出量実績 （床面積） ㎡

（敷地面積） ㎡

年度 年度 年度 年度 （売上額） 億円

ＣＯ₂排出量 （受注額） 億円

原単位当たり ｔ-ＣＯ₂／ （従業員数） 人

原単位の指標 （台数） 台

（走行距離） km

ウ）自動車系ＣＯ₂排出量実績 （生産量） ﾄﾝ

年度 年度 年度 年度

ＣＯ₂排出量

原単位当たり ｔ-ＣＯ₂／

原単位の指標

エ）（ア＋イ＋ウ）合計

年度 年度 年度 年度

ＣＯ₂排出量

原単位当たり ｔ-ＣＯ₂／

原単位の指標

A.ＣＯ₂削減実績表

年　　度 削減量 削減率 ＣＯ₂原単位 削減量 削減率

当たり 当たり

（ｔ-ＣＯ₂／） （ｔ-ＣＯ₂／）

年度

年度

年度

★新規希望申出、新規認証申請の場合はこちらを利用

B.ＣＯ₂削減実績表

年　　度 削減量 削減率 ＣＯ₂原単位 削減量 削減率

当たり 当たり

（ｔ-ＣＯ₂／） （ｔ-ＣＯ₂／）

年度

年度

年度

年度

平均削減率

項　　　目 単位指標等

基準値

平均削減率

ＣＯ₂排出量

ＣＯ₂排出量

（ｔ-ＣＯ₂）

ｔ-ＣＯ₂／年

（ｔ-ＣＯ₂）

ｔ-ＣＯ₂／年

ｔ-ＣＯ₂／年

ｔ-ＣＯ₂／年

単位指標等

単位指標等

（ｔ-ＣＯ₂）（ｔ-ＣＯ₂）

（どちらかにチェッ
クを入れる）⇒

（％） （％）

単位指標等項　　　目

（％）（％）

項　　　目

項　　　目

適切な指標がな

い場合、黄色の
セルに追記する。

該当の初年度数字(半角）

を記入する

原単位の指標を選択する

《10.他事業所等のＣＯ₂排出量》ワークシートの数値を加算する・・・・数値の合計値が表に表記されます

《10.他事業所等のＣＯ₂排出量》ワークシートを利用しない

報告・申請書での削減

目標における最初の年
度を記入する。

④

③

②

①

③

③

③

⑤

※ 上の 赤枠内しか印刷されません。

⑥
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直近4カ年の実績を記載する

認証申請書の削減目標計画の３ヵ年度を記載する



８．ＣＯ₂排出量目標表　（新規・更新）

★認証時での目標表を補正する際に利用する。

Ｃ.補正後のこれまでのＣＯ₂削減目標計画表

年　　度 削減量 削減率 目標原単位 削減量 削減率

年度

年度

年度

★新規の目標表を作成、あるいはこれまでの目標値を変更する場合に利用する。

Ｄ.新たなＣＯ₂削減目標計画表

年　　度 削減量 削減率 目標原単位 削減量 削減率

年度

年度

年度

平均削減率

（％）

基準値

目標排出量

（ｔ-ＣＯ₂） （ｔ-ＣＯ₂） （％）

（％）

基準値

目標排出量

（ｔ-ＣＯ₂） （ｔ-ＣＯ₂） （％）

平均削減率

原単位指標名を”（ ）当たり”

および、その単位（ｔ-ＣＯ₂/ ）を記入する

原単位指標名を”（ ）当たり”

および、その単位（ｔ-ＣＯ₂/ ）を記入する

８．ＣＯ₂排出量目標表（新規・更新）

更新認証申請書作成における、新規申出、新規申請で新たな目標表を作成する場合、或いは、取組実施状
況報告書作成において、これまでの目標値の変更をする場合に、”Ｄ.ＣＯ₂削減目標計画表”を利用します。

Ｄ.新たなＣＯ₂削減目標計画表

①ＣＯ₂排出量基準、基準原単位を記入します。これらは直近3カ年の平均値となります。

「６.CO₂排出量計算結果」シートを利用し、算出することができます。シートの ”a.エコアップ認証ＣＯ₂基準
排出量”、”ｃ．ＣＯ₂基準原単位”それぞれの赤色セルの値を転記します。

②3カ年目標計画の最初の年度を記入します。初年度を記入すると以降は自動的に表記されます。

③薄茶色のセル内に新たなＣＯ₂削減目標値を記入します。
各年度の目標原単位は、原則として、直近年度の指標値で除した値とします。

④原単位の指標名、単位を記入します。（コメントに記された注意点に従い記入してください） 削減量や削減
率は自動計算されます。

※ 小数点以下桁数表記について、排出量は小数点以下１桁、原単位は小数点以下４桁と規定されてい
ます。

■記入方法

②

①

③
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③

④



第３章 その他シート

９．ＣＯ₂排出量換算結果表（単独）《参考》シート

このシートの数値は他のシートにリンクしておらず、単独で利用することができます。
必要な年度を選択、各表の薄茶色のセルにデーターを入力することで、エコアップ認証報告書用の表を作成すること
ができます。エコアップ認証書類での、事業所別CO₂排出量実績や独自の集計をおこなう場合などに利用できます。

新規希望申出、および新規認証の場合は、このシートを利用せず、１～８までの作業で表を作成してください。

※ 小数点以下桁数表記について、排出量は小数点以下１桁、原単位は小数点以下４桁と規定されています。
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９．ＣＯ₂排出量換算結果表（単独）　《参考》
★独自に事業所別実績や原単位、目標値を検討する場合などに利用する。

　

ア）建物系ＣＯ₂排出量実績

年度 年度 年度 年度

ＣＯ₂排出量

原単位当たり ｔ-ＣＯ₂／

原単位の指標

●原単位指標表

イ）工場・現場系ＣＯ₂排出量実績 当たり

0 0 0 （床面積） ㎡

年度 年度 年度 年度 （敷地面積） ㎡

ＣＯ₂排出量 （売上額） 億円

原単位当たり ｔ-ＣＯ₂／ （受注額） 億円

原単位の指標 （従業員数） 人

（台数） 台

ウ）自動車系ＣＯ₂排出量実績 （走行距離） km

0 0 0 （生産量） ﾄﾝ

年度 年度 年度 年度

ＣＯ₂排出量

原単位当たり ｔ-ＣＯ₂／

原単位の指標

エ）（ア＋イ＋ウ）合計

0 0 0

年度 年度 年度 年度

ＣＯ₂排出量

原単位当たり ｔ-ＣＯ₂／

原単位の指標

A.ＣＯ₂削減実績表

年　　度 削減量 削減率 目標原単位 削減量 削減率

当たり 当たり

（ｔ-ＣＯ₂／） （ｔ-ＣＯ₂／）

年度

年度

年度

★新規希望申出、新規認証申請の場合はこちらを利用

B.ＣＯ₂削減実績表 削減量 削減率 目標原単位 削減量 削減率

年　　度

年度

0 年度

0 年度

（％）

基準値

ｔ-ＣＯ₂／年

項　　　目 単位指標等

ｔ-ＣＯ₂／年

項　　　目 単位指標等

ｔ-ＣＯ₂／年

項　　　目 単位指標等

ｔ-ＣＯ₂／年

項　　　目 単位指標等

目標排出量

ＣＯ₂排出量

（ｔ-ＣＯ₂） （ｔ-ＣＯ₂） （％）

（％）

0

（ｔ-ＣＯ₂） （ｔ-ＣＯ₂） （％）

平均削減率

適切な指標がな

い場合、黄色のセ
ルに追記する。

該当の初年度数字(半角）

を記入する

黄色のセルにデータを

記入する

原単位の指標を選択する



１０．他事業所のＣＯ₂排出量 シート

１～６の算定シートで計算した事業所以外でＣＯ₂排出量があり、これを結果に加算した場合や、系統別に細か
くＣＯ₂排出量を算出、管理したい場合などに利用します。別途、算出したＣＯ₂排出量をこのシートに記入する
と、「７．ＣＯ₂排出量実績表）」シートに自動で加算され、一括した集計表を作成することができます。

①ＣＯ₂排出量の記入
算出（換算）した年度ごとの各ＣＯ₂排出量を記入します。（このＣＯ₂排出量換算をする場合、ＣＯ₂排出係数
値の整合（H26年以前は電気の排出係数が異なります）に注意）
（１）のｱ、ｲ、ｳ、に記入した数値が、「７．ＣＯ₂排出量実績表）」シートにて、”１０．他事業所･･･シートの数値
を加算する”を選択すると、「７．ＣＯ₂排出量実績表」シートのア）、イ）、ウ）それぞれの表のＣＯ₂排出量に自
動的に加算されます。

②ＣＯ₂原単位指標の記入
原単位の指標を選択し、指標の数値を記入すると、ＣＯ₂原単位値が自動的に表記されます。
ここでの原単位結果は、「７．ＣＯ₂排出量実績表」シートとはリンクしていません。「７．ＣＯ₂排出量実績表果」
シートの方で選択した指標で原単位が自動的に計算されます。
その他事業所で独自の原単位指標で管理したい場合に利用してください。

③ＣＯ₂排出量目標表
必要に応じ目標値も記入し一覧表ができます。特に他の表にはリンクしておりません。

①

②
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①

②

③



１１．低炭素電力算定

（１）低炭素電力の受入れ

太陽光、水力、風力などにより化石燃料を利用せずに創出された電力を多く含む電力を「低炭素電力」とし、
これを選択利用した場合に排出削減量として、令和2年度より算定できる仕組みとしています。

一定の要件を満たす場合に、電気の排出係数の違いを削減量として算定し、排出量の計算に反映できるよう
します。

［削減量］＝［低炭素電力の受入量］×（［電気の固定排出係数］－［受け入れた低炭素電力の排出係数］）
※ 低炭素電力供給事業者のCO₂排出係数は ０．３７t-CO₂/千kWh以下であること

【算定式】

・低炭素電力のCO₂排出係数・・・・電気供給事業者からの電力メニューでの調整後排出係数値

（２）低炭素電力の要件

以下の要件を満たす電力に限り、低炭素電力として削減量を算定することができます。
（県ＨＰ参照（https://www.pref.saitama.lg.jp/a0502/teitanso.html））
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作成日

※低炭素電力事業者をプルダウンから選択又は直接入力してください。 ※調整後排出係数を直接入力して下さい。0 .370以下です。

t-CO2/千kWh

※（電力メニューでない場合は不要）電力事業者から供給された料金メニューの名称等を入力してください。

電力受入量

記入方法 受入量 ※購買伝票等から、低炭素電力の受入量を転記してください。

Ｎｏ． ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年間合計

算定から除外する電力受入量、他事業所等への電力の直接供給量

記入方法 除外量 ※購買伝票等から、算定対象より除く又は除くことができる電力の使用量を転記してください。

Ｎｏ． ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年間合計

（小数点以下を四捨五入して整数にしています）

kWh

低炭素電力によるＣＯ₂削減量⇒ t-CO₂

低炭素電力受入量 0

登録番号

※（電力メニューでない場合は不要）国が告示したメニューのうち左記に記載した電力

メニューに対応するものを入力してください。

供給された電力
メニューの名称等

国が告示した
メニューの名称

低炭素電力事業者 調整後排出係数

低炭素電力受入量計算資料 令和 年度受入分
セルはプルダウン選択又は直接入力

セルは直接入力

事業所名

「月別」 か 「年間」 かをプルダウンから選んでください。

「月別」 か 「年間」 かをプルダウンから選んでください。

（３）低炭素電力算定シート使用方法

「11.低炭素電力算定」シートにて、低炭素電力の受入れによる削減量として算定します。

① 実績の算定対象（報告年度ではありません）年度をプルダウンより選択します。

② 低炭素電力供給事業者をプルダウンより選択します。該当事業者が無い場合は事業者名を記入し、登録

番号を記入します。

③ 算定対象年度の電力事業者の調整後排出係数もしくは電力メニューの排出係数を記入します。

④ 実績値の記入方法を “月間”か“年間” を選択し、数値を電力受入量の表に記入します。

他事業所に低炭素電力を供給している場合は、算定除外する電力受入量表に供給量を記入します。

⑤ 得られた低炭素電力削減量⑤「2.算定報告様式（建物系）」シート、もしくは「5.算定報告様式（工場・現

場）」シートに記入します。全体の電気使用量からCO₂量が削減されます。
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①

②
③

④

「2.算定報告様式（建物系）」シート、「5.算定報告様式（工場・現場）」シート

④もしくは、④を含めた全

電力使用量を記入する。

⑤の数値を転記する。

⑤


